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住宅建設費の上昇

資料：国土交通省「令和７年度 住宅経済関連データ」



政策金利の上昇に伴い、住宅ローン金利が上昇

2025年12月

日本銀行が1年ぶりに
＋0.25%の利上げを発表
30年ぶりの水準へ

⇒住宅ローン金利の上昇もみこまれ、住宅建設費の高騰とあわせて、家計の負担増が続く見通し



中古戸建・マンションの需要が増加

⇒2026年度より、中古住宅の住宅ローン控除借入限度額や借入期間が延⾧ ⇒ 需要拡大の可能性



都市部と地方で、住宅価格の上昇幅には差がある



資料：徳島県政策創造部統計データ課「徳島県人口移動調査年報」より作成

1995年の徳島県の人口
83.2万人

2023年の徳島県の推計人口
69.7万人

①働き手・子育て世代の流出による住宅市場の縮小
➤住宅取得層の減少により、住宅市場のパイが縮小
➤新築・中古ともに、⾧期的には需要の先細りが懸念点

②相続手続きの負担増による空き家のさらなる増加
➤県外流出による相続人の不在、手続きの複雑化、費用負担の増大で
相続放棄や管理放置が増え、空き家問題がさらに深刻化する可能性

資料：総務省「住宅・土地統計調査」より作成



資料：内閣府「地域課題分析レポート(2024年秋号)」

■

資料：徳島経済研究所「採用動向調査(2024-2025)



■地方の住環境には、魅力を感じている

資料：徳島経済研究所「徳島経済vol.115」



資料：島根県

採用に悩む企業と連携し、
「住環境」の魅力を活かして
一緒に情報発信していく道も
あるのでは？


